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波乱の時代、「知」で乗り切る
GDPで中国に逆転され、家電産業で韓国、IT分野でインドに猛追される日本。
インドを代表するIT企業家と東大総長が、日本と世界の進路を語る。
「知jで生き抜く人材が、新時代を切り拓くと説く。 (司釘持誌編集長、寺山正一)
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一一東京大学総長とインドIT(情報投

術)企業の経営者という一見、異色の組

み合わせです。ナラヤナ・ムルティーさん

は2006年から世界の著名人で組織する

東大の「プレジデンツ・カウンシルJのメン

バーを務め、大学の国際的な地位向上

のために助言するなど日本に詳しい。国

際的な地位の低下は、大学のみならず多

くの日本企業が直面する課題でもありま

す。優秀な人材を育成し、日本がグロー

バル競争を勝ち抜く条件は何でしょうか。

日本は大きな試練に直面する

ムルティー 日本人は今、大きな試練

に直面しています。東アジアは何が起

きても不思議ではない情勢です。今後

1O~20年以内に、朝鮮半島が統一さ

れてもおかしくはありません。朝鮮半

島の人口は現在七千数百万人ですが、

統一される頃には8500万人まで膨れ

上がっている可能性があります。

日本の総人口c1億2700万人)に迫

る統一国家が隣に誕生するわけです。

しかも日本人と同じように、勤勉で上

昇志向の強い気質を兼ね備えていま

す。グローバル競争で日本の強力なラ

イバルになる可能性を秘めています。

さらにもう 1つの隣国である中国

は、米国と双壁をなす「スーパーパワ

ー」を手に入れつつあります。東アジ

アの秩序が将来どのようなバランスの

上に成り立つのか、誰にも予想できま

せん。ですから、東大生をはじめとす

る日本のエリート層は、今後何が起き

ても対処できるように準備しておくこ

とが大切です。物事を考え抜き、推論

する力が求められます。

こうした不透明な時代では「知」こ

そが力を持ちます。資源や軍事力がモ

ノをいう時代は終わりました。社会を

形作る基礎となる知識を、政策立案者

や政治家ら日本のエリート層に与える

役割を担う東大の存在意義はかつてな

く大きいのではないでしょうか。

演回 大学としての国際競争力を考

えた時、東大には世界のトップレベル

と伍することのできる学問分野がある

一方で、 国内に閉じこもりがちの学問

もあります。この弱点を克服しなくて

はなりません。特に文科系にそのよう

な傾向があります。国内で誇る高い学

問水準を、いかに国際的な競争力につ

なげていくか。これは私の取り組むべ

き大きな課題だと認識しています。

十分な知識を持たないまま予測不可

能な環境に飛び込むことは危険だとい

うムルティーさんのご意見には同意し

ます。知識さえ蓄えておけば、生じ得

るリスクをある程度予想し、問題が起

きた時には解決法を探ることができる

でしょう。

ムルティー 経済界でもここ何年か

に予測不可能な出来事が次々と起きま

した。例えばインドや中国経済がここ

まで急成長すると予想した人はほとん

どいませんでした。一方、各国政府に

対して、あれほど市場開放を求めてい

た米国が、今日のように保護主義の色

彩を強めると想像した人もいませんで

した。

先日インド、の商工大臣に会った時、

「米国政府に保護主義に走らないよう

に訴えた」と言っていました。 20~30

年前に米国から言われていたことを、

インド、政府高官がそっくりそのまま米

国に要求する日が来るとは、.夢にも思

っていませんでした。これからもヲ予

想外の出来事は続くでしょう。 ラ
漬田 おっしゃる通り日本経済を見

ても、将来を予測するのがとても難し

くなっています。高度経済成長の時期

は、目の前の問題を着実にクリアして

いけば、より豊かな社会に到達できる

ことを比較的容易に想像できました。

東大は知識を社会に広めることで、日

本の発展を支えてきたと自負していま

す。ところが今や少子高齢化が進み、

日本経済は低迷しています。

将来の展望が描きにくい時代におい

て、人々が長期的なビジョンを持ちに

くくなっています。長期的な視点を欠

いたままで、今起きている問題に対処

していると、次の時代には対応できま

せん。

一方、世界経済に目を転じると、先

ほどもムルティーさんが指摘したよう

に、中国が米国と並ぶスーパーパワー

を手に入れようとしています。中東や

アフリカ、インドも経済的に力をつけ

つつあります。米中という2つの超大

国に加えて、大きな経済力を持ついく

つかの地域が併存する多極化の時代を

迎えようとしています。

混沌とした時代を生き抜くために

は、異なった環境に置かれた人々と交

流し、自分とは違った生き方や考え方

を吸収することが求められます。私は

東大生を、そういうふうに育ててきた

つもりです。留学生たちと活発に議論

をするとか、短期間であっても海外の

大学で勉強をするとか、あるいは海外

の企業でインターンとして働くといっ

た機会を今後も増やしていかねばなり

ません。

インドからの留学生を増やすために

も、ムルティーさんには東大の「プレ

ジデンツ ・カウンシル」のメンバーに

なっていただいています。

既に東大が輩出した多くの留学生が

中国や韓国をはじめ各国で活躍してい

ます。しかし国際的に見れば東大が受

け入れた留学生は多いとは言えませ

ん。どうすればインドから留学生をも

っと増やせるのか、どのように奨学金

制度を運営すればいいのかなど、ムル

ティーさんには具体的に助言してもら
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U寺事深層 l 
っています。

ムルティー 私はインドの大学や米

国のスタンフォード大学などいくつも

の大学の運営に関与しています。東大

のプレジデンツ・カウンシルのメンバ

ーに迎え入れてもらい、東大の優秀な

学生たちとの交流を通じて、私は日本

の将来は明るいと感じました。

学生たちの能力をさらに高めるに

は、大学と企業の連携が効果的です。

企業の協力を得て、教室で、習った学聞

を現実社会で実践できる場を提供する

のです。私が創業したインドのソフト

ウエア開発会社「インフオシス・テク

ノロジーズ」では、インドや米国、欧

州の大学と様々な共同研究に取り組ん

でいます。今後は東大ともぜひ一緒に

研究をしたいと思っています。

インフォシスは全世界に60以上の

拠点を構え、製造業や金融、医療関連

など多数のグローバル企業にIT(情報

技術)ソリューションなどを提供して
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います。各国の大学との共同研究を通

じて、こうした顧客へのサービスを一

層向上させることができます。

潰田 私も企業との連携が大事だと

思います。実社会との関わりを強める

ことで、研究者は単に研究自体に精を

出すにとどまらず、その成果を世の中

にどう役立てるのかまで考えるように

なるはずです。産業界との連携を通じ

て顧客を満足させるという、新たな視

点が研究活動に加わるわけです。ただ

し、東大の社会科学や人文科学の領域

での連携については、改善する余地が

ありそうです。

ムルティー 私は学生たちに実社会

と関わることを勧めるのと併せて、大

学時代に教養を身につけてほしいと願

っています。例えば文学、音楽、演劇、

哲学などに親しむことは、より幅広い

人格の形成に役立ちます。

学生たちが身につけた知識は将来、

国家の行方や企業の競争力を左右しま

す。知識を間違った

方向に使うことがな

いように、学生時代

に人間形成そしっか

りとしておいてほし

.いわけです。

人間性が成熟すれ

ば、物事に対処する

能力は高まります

し、外国の人々とも

寛大につき合えるは

ずです。

一一東大では2010

年夏に、米ハーバード

大学のマイケル・サン

デル教授を招いて特

「日本経済が安定的に
成長する時代は終わっ

た。;欠の時代を作る人

"を輩出したL、」

別講義を聞きました。学生たちに挑発的

な質問を役げかけて議論するスタイルは、

「白熱教室」として大きな話題となりまし

た。グローバル競争で通用する人材を

育成するには、どういった教育法が望まれ

ますか。

世界の多様性と格闘せよ

ムルティー インターネットの普及

とともに、大学に求められる講義内容

は様変わりしました。20年前であれ

ば大学で何かを学ぼうと，思ったら、わ

ざわざ教室に足を運ばなければなりま

せんでした。

現在で、は米国のマサチューセッツ工

科大学 (MIT)に代表されるように、

多くの大学が教室での講義をウェブで

公開しています。ですから、講義内容

はさほど特別な情報ではなくなってき

ています。

講義内容そのものよりも、大学にど

んな仲間がいて、教室でどのような問

題が提起され、自分自身がそこで何を

感じたかがより重要になります。教員

たちは、教室で学生に発言を促し、活

発な議論を繰り広げることが求められ

ます。

潰田 私は東大生たちによく「多様

性と格闘せよ」と訴えています。もと

もと日本人は好奇心が非常に旺盛だっ

たはずです。ただ最近の学生たちを見

ていますと、外国から何かを学ぼうと

いう姿勢はやや薄いような気がしてい

ます。日本が得意なモノ作りの分野で

も、よりよい製品を作るにはもっと謙

虚に外国から知識を吸収することが必

要ではないでしょうか。

若者が私のような年配の世代と同じ

ように、外国と日本の聞に高い垣根を

{乍つてはいけません。国境に関係なく、

貧欲に知識を吸収してほしいと思って

います。

写真 村田和聡

ムルティー 日本人はこれまでも多

様な考え方を世界中から吸収してきた

のではないでしょうか。経済的に豊か

になり日本人が気軽に外国に行けるよ

うになって、 30年以上が経ちました。

この問、多くの国民が海外旅行をする

などして、外国の文化に慣れ親しんで

います。

私は日本の若者たちが次の時代そし

っかり担ってくれるものと楽観してい

ます。中には「最近の若者はなってな

い」などと不平を言う人もいますが、

それはどの国でも同じです。

インドでも「最近の若者は働かない」

「甘えている」などと、私に切々と訴え

てくる人が絶えません。これに対して

私は「どの世代も、前の世代より優れ

ている」と反論するようにしています。

年配者は若い世代を憂えるもので、あっ

て、これはいつの時代でも、どの国で

あっても同じです。最近の若者の姿を

見て、日本の将来を悲観することはあ

りません。

インド支える日本の技術

清田 私も「日本の若者は内向きだ」

などという批判には違和感を抱きま

す。何かにチャレンジするには相当の

力がいります。その一歩を踏み出すた

めの、社会の後押しの方が弱くなって

いるのではないでしょうか。

例えば自分の力で、夢に向かって挑戦

するために就職しないままいったん卒

業すると、企業のキャリアコースへの

道が閉ざされるなどというように、社

会が固定化されすぎているような気が

します。

より上を目指す意欲を失わせる社会

システムになっていないかと危慎じて

います。若い人たちがリスクを積極的

に取れるような寛容さが求められま

す。教育制度を含めて、 若者の向上心

写真 村田和聡

を支援するシステムを整え、成長を促

していかねばなりません。

ムルティー 私が危慎するのは、日

本経済が低迷する中で、日本人が自信

を失っているのではないかということ

です。日本人はもっと自分たちの可能

性に自信を持っていいはずです。

GDP(国内総生産)で中国に追い抜か

れたのはつい最近のことでしかありま

せん。日本はアジア諸国の中で最初に

発展を遂げ、長い間リーダーシップを

発揮し続けてきたことを忘れてはなり

ません。

インドでは現在、スズキやトヨタ自

動車のクルマがたくさん走っていま

す。インドにおける自動車産業の発展

は、日本メーカーがもたらしたと言っ

ていいでしょう。ソニーや東芝の家電

製品も市場に溢れています。 っ
このほどインドと日本の両政府は

ITA(自由貿易協定)を結ぶことで大

筋合意しました。経済交流の進展は、

歓迎すべきことです。インドの製造業

をさらに発展させるためには、日本企

業の手助けが不可欠だからです。サー

「中国がスーパーパワー
を持ち始めた。朝鮮半

島の統ーもあり得る。日
本は試練に直面する」

ピス業の分野でイン

ドは一定の成功を収

めましたが、製造業

はまだまだです。

自動車産業では、

今後、環境に優しい

クルマの開発に力を

入れていかねばなり

ません。この分野で

日本メーカーが-1ン

ドで果たせる役割は

大きいでしょう。

またインドの多く

の都市では地下鉄の開発が進んでいま

す。この領域では韓国企業が存在感を

示していますが、日本企業も同じぐら

い重要なパートナ-~こなれるに違いあ

りません。原子力発電事業でインドは

米国やフランスと協力関係を結んでい

ますが、日本とも密接な関係を結べる

はずです。インドの発展のためには、

今後も日本の協力が必要です。

社会の持続的発展を可能にする環境

技術でも日本企業は世界をリードして

います。インドや中国、ブラジル、ロ

シアなどの新興国が二酸化炭素の排出

量を抑えながら、生活レベルを上げる

には、日本の環境技術が役立ちます。

また海水を飲み水に変える技術や、

ナノテクノロジーを使った薬の開発で

も日本企業は先駆的な役割を果たせそ

うです。このようにインドの産業を考

えても、日本の力が必要な分野は数多

くあります。

技術革新は貧困に苦しむ人々を救

い、社会に安定をもたらします。世界

の平和的な発展に、日本企業は大きく

貢献できるものと信じています。 .
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